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1 はじめに 

 

1.1 研究背景 

高度経済成長期以降に急速に進んだモータリゼーションなどの影響を受け，我が国のいわゆる地方鉄道経営は，

完全撤退あるいは一部路線の廃止を強いられるなど厳しい状態にある。そして，「鉄道事業法の一部を改正する

法律」（平成 12年 3月）の施行を契機に鉄道事業からの撤退は許可制から届出制へと移行して，事業者の判断で

廃止を決定できる措置が執られた。他方で，この法改正が赤字経営となっていた鉄道事業者と地域との協議を触

発し，地域における今後の鉄道のあり方について議論が行われるようになった（例えば，古平（2006）1)，高橋・

佐野（2007）2)）。利用者数の減少という市場での評価に対して，例えば利用者ニーズに基づいてバス路線との接

続を改善することによって利便性の向上を図るほか，地域の観光資源との連携による利用者の維持向上を図る試

みも報告されている（例えば原田（2000）3)や澤田（2010）4)）。運輸政策研究機構（2007）5)によると，一度は廃

線の議論が行われたが，上記のような地域的議論の末に活気を取り戻した路線も存在するが，大方の趨勢として

は，主に学生や高齢者の通学・通院に利用される他は利用者の減少が続き，採算性が非常に悪化している。した

がって，地域住民注1の経済的負担耐性の制約のなかで鉄道路線を維持するためには，行政による公的補助の根拠

として，鉄道の多面的な意義を顕在化させることが求められる注2。 

近年では，地方鉄道の価値に関する非経済（市場）的な評価軸として，その社会的価値を考慮すべきであると

いう提言が出されている（前掲，運輸政策研究機構（2007））。社会的価値に明確な定義が存在する訳ではないが，

移動手段としての利便性・経済性以外で，鉄道が存在することが沿線の個人や社会に及ぼす，市場では評価され

にくい価値として考えると理解しやすい。社会的価値が存在し，それが適切に評価されて初めて地方鉄道存廃議

論がより密になることを踏まえると，社会的価値の評価の方法は無論重要である。りわけ，観測が難しい無形の

価値の評価を試みる研究については，依然として十分とは言えない。 

 

1.2 研究課題 

本研究では，廃線となった地方鉄道を調査対象として，沿線住民の態度に表出する最もシンプルで代表的な社

会的価値である「鉄道存廃に対する賛否の変化」に着目する。つまり，地方鉄道の「シンボル的意義」を捉える

ための基礎的研究として，地方鉄道存続に対する賛否態度が廃止後数年経過してどのように変化したかを考察対

象とする。なお，地方鉄道と地域との接点に関する研究としては，渥美（2007）7)は平成 17年に廃線となった名

鉄美濃町線を対象に，和田（1998）8) は福井県の京福電鉄越前線を事例として，人々の交通行動の変化や鉄道の

採算性からその価値を論じているが，廃線に対する意識が廃止後現在までどのように変化していったかまでは調

                                                   
注1 地域外部のサポーターを取り込み，運営資金を獲得する戦略も当然考えられるが，基本となるのは地域住民であろう。 
注2 例えば，長良川鉄道の再生過程に対して緻密な考察を行った中井（2005）6) においても，地方鉄道は社会資本であるとい

う認識に向けて合意を形成する必要があると結論づけている。 
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査していない。また，藤井（2010）9)は，地域鉄道が存続することの「オプション価値注3」の計測に関して言及

しているが，廃止後の「後悔」と表現されるような心理的側面は考察対象としていない。 

以上の予察を踏まえて，本研究の目的を，分析結果から以下の点を実証することとする。この分析によって地

域住民の後悔が高く見られるならば，住民が地方鉄道廃線後の地域社会像の想定を見誤っている可能性が高いこ

とが示唆される。他方，賛否態度に大きな変化が無い場合は，廃線後のシナリオを明確に理解した上での態度を

形成していたことが示唆される注4。 

 

2 対象地域と調査概要 

 

2.1 対象路線 

本研究では，日立電鉄（茨城県）を対象とする。日立電鉄は鮎川から常北太田を結ぶ鉄道であり（図 1参照），

全長 18.1kmのうち約 13kmが日立市内を，残りの区間は常陸太田市内を走っている（図2参照）。一時期は年間

旅客輸送量が 717万人を記録したが，産業構造転換による企業経営合理化・バブル経済崩壊後の長期不況に伴う

従業員減少によって，2002年度末時点の年間輸送人員は 177.1万となり，2005年に廃線となった注5。 

ここでは，地方における鉄道の廃止が地域住民に与えた交通行動・生活活動・意識（感情）への種々の影響に

ついて検討する。そして，地方部における鉄

道が，人々にどのような影響を与え，適応行

動を喚起したかを明らかにすることで，地方

鉄道存廃問題議論のための材料としたい。 

 

2.2 調査対象範囲及び調査方法 

日立電鉄の廃線前と廃線後の人々の交通

行動，生活活動，意識等の変化を把握するた

め，アンケート調査を実施した。今回アンケ

ート調査の対象とした地域は，日立電鉄存廃

問題の最終局面において日立市とは対立意見

を提示した常陸太田市である。利用者の減少

が顕在化し，廃線の議論が起こった当初に日

立市と常陸太田市の両市はまず 1年間の廃止

延期を求める要望書を共同提出した（2004年

2月）。しかしながら，日立市が路線バスによ

る代替輸送を検討したことを契機に足並みは

乱れはじめ，日立電鉄試算（年間赤字額 2億

円）を根拠に電鉄線廃止・代替バス輸送を求

める日立市と，関東運輸局試算（年間赤字額

0.7～0.8 億円）を根拠に電鉄線の存続を求め

                                                   
注3 オプション価値とは，財･サービスの将来の需要や供給に内在する不確実性を回避，軽減するために見出す価値を意味する。 
注4 地方鉄道に関する研究会（2003）10) も，地方鉄道の社会的意義，廃線後のシナリオの構築と評価の重要性を説いている。 
注5 1988年から赤字路線になったこの路線は，2002年度末時点の営業収益3.5億円・営業損益0.6億円・累計債務2.5億円とな

り，年間1.2億円の強の安全整備費を捻出できなくなった（帯刀ら（2008）11)）。 

図1 日立電鉄路線図 

図2 日立電鉄の駅間距離 
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る常陸太田市の合意形成は頓挫した（前掲，帯刀

ら（2008））。このように，常陸太田市は電鉄の廃

線に最後まで抵抗していた市であり，市としての

決定と住民の意向の差，及び住民意向の詳細を調

査するための対象地域として的確と判断した。 

アンケート調査は，常陸太田市内の日立電鉄駅

が存在する町（山下町，小沢町，岡田町，小目町）

の全世帯を対象に，平成 22年 12月上旬に実施し

た。アンケート調査内容及び配布回収状況は表 1

に示す通りである（回収数／配布数＝0.39）。調査

では，鉄道廃線前の想定と現在の状況に関する質

問を設けて，6年経過後の意識の変化も探った。 

 

2.3 回収者属性の概要 

アンケート回答者の割合を年齢別の割合で示し

たものを図 3 に，年齢階層別の免許保有状況を図

4 に示す。一般的には生産年齢層は自動車免許を

保有する割合が多いと推察され（図 4 に裏付けら

れる），また過疎地域では子どもの数が相対的に少

ないため，50~70 歳代の回答者で全体の約 7 割を

占めている図 3 の分布は，交通弱者を多く抱えて

いるという当該地域の一般性を捉えていると考え

られる。 

他方，日立電鉄の廃線前の利用状況をまとめた

ものが表 2である。ここでは，高頻度は週 5日以

上利用，中頻度は週 3～4回の利用，低頻度は週 1

～2 回の利用を示す。表 2 からは，約 2 割の住民

がほぼ毎日通勤・通学目的で利用しており，それ

以外では若干の低頻度利用者もしくは不定期利用

者が存在する以外は，大部分が定常的には鉄道を

利用していなかったことが看取される注6。 

以降の分析では，廃線前の利用状況と自動車

免許の有無によって回答者を分類し，廃線後に

見られた差を考察する際に適宜その分類を用い

る。 

 

3 利用者が描いた想定の検証 

 

                                                   
注6 ただし，何れの目的においても全く利用していないと回答した割合は 84人（有効回答576人中）であり，全体の約15％

でしかない。つまり，不定期利用者の利用頻度が不明確であるとはいえ，約 85％の住民が月に最低1回は利用していた。 

表1 アンケートの配布・回収結果 

配布回収方法 郵送式 

調査地域 山下町･小沢町･岡田町･小目町 

調査対象 沿線住民全戸（各戸2枚） 

主な質問項目 

フェース項目 

鉄道廃線前後での交通行動変化 

鉄道廃線前後の生活利便性の変化 

鉄道廃線が地域の及ぼす影響 

鉄道廃線前後での賛否意識の変化 

配布枚数 1448枚（724戸に配布） 

回収枚数 578枚 

 

図3 アンケート回答者年齢構成と性別 
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図4 年齢階層別の自動車免許保有状況 
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表2 廃線前の日立電鉄利用目的と頻度 

 通勤通学 通院 買い物 その他 

高頻度 19% 1% 2% 1% 

中頻度 1% 0% 0% 0% 

低頻度 5% 7% 7% 8% 

不定期 3% 6% 8% 22% 

利用無し 72% 87% 84% 69% 
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3.1 廃線後に起こった状況変化の整理 

（1）代替移動手段の変化 

利用者の廃線後の想定の確度を検証する一

つの指標として，まず基本となる代替移動手

段が想定通り確保できているかについて考察

する。 

図 5は，日立電鉄利用者の代替の移動手段に

ついて廃線前に想定していた手段と，実際に現

在とっている手段とを比較したものである。こ

こで注目すべき点は，鉄道廃止前に代替バスを

利用するだろうと想定していた人が27%と非常

に低いことである。当該路線は代替バスによっ

て移動随意性を担保しようとする方策が中心であったため，当時の利用者意向の実態とは乖離していたと言える。

そして，現在では代替バスを利用している人はさらに 15%にまで低下し，タクシーや家族送迎などの利用が増

加している。バス利用による代替が減少した根拠に対する設問に対して，有効回答数 39票のうち 19票は代替バ

スの定時性の低さ，運行頻度の低さが主要因としていた。全体で見ると代替バスを利用することにより移動手段

を確保しようとしていた住民の想定が外れており，その分が自家用車もしくはタクシーの移動に移行したと考え

られる。 

（2）外出機会の変化 

次いで，廃線によって地域住民の外出機会がどのように変化したかを考察する。 

図 6は外出機会の増減について，廃線前の想定と現状を比較したものである。まず，全体の約 7割が廃線前後

で外出機会（頻度）に変化はないと回答しており，概ね廃線が地域住民の平常時の外出機会を奪うものではなか

ったと考えられる。特に興味深い結果としては，外出頻度が変わらなかったと回答したうちの約 2割弱が廃線前

には外出機会の減少を想定していたことである。つまり，想定以上に何かしらの手段によって移動随意性が確保

できており，定時性の高い鉄道が廃線となった場合にもある程度は適応できる状況にあることを示唆する。 

（3）交通費支出 

最後に，廃線によって地域住民の交通費支出がどのように変化したかを考察する。 

図 7は交通費支出の増減について，廃線前の想定と現状を比較したものである。図 7から，概ね地域住民の想

定通りの支出増もしくは現状維持となっており，経済的な指標に関してはシナリオを正確に描いていると示唆さ

図7 交通費支出の増減に対する廃線前の想定と現状 
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図5 鉄道利用者の代替移動手段 
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図6 外出機会の増減に対する廃線前の想定と現状 
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れる。ただし，回答の絶対数は少なく大意には影響がないが，廃線後に交通費支出が減ったと回答している住民

の過半数が廃線前は交通費支出が増えると想定していたことは興味深い。廃線後に交通費支出が以前と変わらな

かったと回答した住民の約 2割が廃線前に交通費支出が増えると想定していた結果と合わせると，交通費支出に

関しては，地方鉄道が廃線後も想定通りか，想定よりも低く抑えられていると言える。つまり，鉄道の廃線が一

概に負担増に繋がるとはいえないことが例証された。 

 

3.2 廃線が地域住民の意識・感情に及ぼす影響 

図 8は，廃線に対してどのような賛否態度を持っていたか，そしてその態度は現在どのように変化しているか

について，住民属性別（鉄道利用有無・自動車免許有無別）に比較したものである。かつて鉄道を利用しており，

かつ自動車免許を保有していない住

民で，廃線に反対であると考えている

のは，廃線前も現在も変わらず 79%に

のぼる。代替の移動手段確保の問題や，

外出機会の減少などから，いまだ廃線

に対する反対意見は根強くなってい

るものと考えられる。その他，自家用

車の免許を保有しており，過去に鉄道

の利用がなかったカテゴリー以外は

何れも廃線前後とも廃線に対する反

対意見が高い。 

また，さらに詳細に傾向を見ると，

住民の属性による廃線に対する意見

の違いは，鉄道利用が無かった場合に

おいても自動車免許を保有していな

い場合に明確な反対意思を表明して

いることが明らかとなった。（利用の

有無に関わらず）自動車免許が無いこ

とによる明確な反対表明は，例え廃線

前に利用頻度が高くなくとも，緊急事

態には使いたい（即ちオプション価

値），もしくは移動手段としての存在

そのものに対する価値を見出してい

る可能性が高い。 

その裏付けとして，廃線がもたら

した地域への社会的影響に対する主

観的な意見を図9に示す。ここからは，

利用実績や自動車免許の有無にかか

わらず，「鉄道が無くなり，安心感が

無くなった」，「鉄道が無くなり，喪失

感を感じた」など，移動手段としての

図8 廃線前の利用実態と自動車免許の有無に着目した

廃線に対しての賛否態度 
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図9 廃線前の利用実態と自動車免許の有無に着目した

廃線による地域への影響 
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鉄道の価値に増して，精神的な支柱としての鉄道の価値の喪失を重視していることが看取される。 

 

4 結論 

 

本研究では，利用者が減少の一途を辿っており，廃止後 6年が経過した日立電鉄とその沿線の常陸太田市に焦

点を当て，地方鉄道の廃止という条件変化が地域にもたらした影響・効果を実証的に把握した。分析から得られ

た主要な成果は以下の通りである。 

まず，代替バスは利便性・経済性の面から必ずしも鉄道の代替とはなり得ず，鉄道は他の移動手段では代替で

きない交通手段としての機能を持つことが改めて示された。他方で，地域住民が描く廃線後のシナリオは，概ね

妥当であり，移動の随意性・交通費負担等を考えても過度に悪化することなく，ある程度の適応は可能であると

考えられる。つまり，この点において地方鉄道の「移動手段としての」意義はやはり限定的なものにとどまって

いる。 

次いで，地方鉄道の廃止から6年という状況下における人々の交通行動・生活活動・意識（感情）等の変化を

調査・分析した結果，地方鉄道の運行休止が地域住民の精神的な安心感を奪い，喪失感を生んでいることが明ら

かとなった。この点に関する社会的価値は認められよう。 

これらの事例調査の結果は，存廃議論を進める際に以下のような示唆を与える。すなわち，病院や買い物に関

する移動など，一部の交通弱者の社会的福祉の享受を保証し，いくらかの住民の精神的な安心感，地域資源とし

ての愛着を保証することに，公共支援としてどの程度資金を投じられるか，また住民自身がどの程度の自己負担

を容認しうるかを評価することにより，より具体的かつ客観的な地方鉄道の存廃論議に繋がると言える。 
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